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要 旨
利用者が抱える生活課題を解決するためには，多職種連携は必要不可欠である．そして，実践場面にお
いて，利用者を支援するために，保健・医療・福祉分野の「多職種チーム」を編成するようになった．先
行研究では，多職種チームにおけるソーシャルワークの意義について検討されているものの，多職種連携
の場面に応じたソーシャルワークの位置付けについては十分に検討されていないと考えている．
そこで本研究では，ソーシャルワークにおける多職種連携の位置づけを整理するとともに，実践課題に
ついて考察を行った．具体的には，IPW（Inter-professional Work）の取り組みとして多職種連携の位置
付けを検討した．その結果，「多職種連携モデル」の鍵概念（key word）に関連した実践課題について整理
し，考察した．
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Abstract
Inter-professional work is essential for resolving the complicated array of issues that clients face in
their lives. Therefore, “inter-professional teams” across the fields of public health, health care, and
social welfare have been organized at practice sites to comprehensively support clients. While previous
studies have investigated the significance of social work within inter-professional teams, the relative
positioning of social work within any given inter-professional work situation has not been adequately
addressed. This study examines issues in the implementation of inter-professional work models in social
work practice and also looks at the relative positioning between inter-professional work and social work.
In particular, we examine the positioning of inter-professional work in the IPW (Inter-Professional
Work) project. Subsequently, implementation issues concerning key points of the “Inter-Professional
Work model” are organized and discussed.
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Ⅰ．はじめに−研究の背景と目的−
厚生労働省や文部科学省が提示する多様な将来
ビジョンで，保健・医療・福祉分野や教育分野な
ど多方面で包括・統合的な実践を求めるようにな
り，地域包括ケアシステムや在宅医療・介護連携
推進事業などの社会福祉分野と他分野との連携を
積極的に推進する取り組みが行われている（厚生
労働省2013,文部科学省2011）．
例えば，地域包括ケアシステムの意義は，地域
で生活する高齢者を医療制度や介護保険制度だけ
で支えることができない実情への対策が考慮され
ている．
住み慣れた地域で自分らしい生活を送るために
は，高齢者が抱える多様かつ複合的な生活課題に
対して，ソーシャルワーカーに必要なのは分野横
断的な視点による支援活動である（特定非営利活
動法人日本ソーシャルワ−カー協会 2013）．そし
て，社会福祉士の倫理綱領や新たな福祉ビジョン
（厚生労働省2015）などでは，ソーシャルワーカー
が他職種との連携および調整がソーシャルワーク
実践において必要であることが明記されている．
他方、ソーシャルワークの理論では，近年，ジェ
ネラリスト・ソーシャルワークやジェネラリス
ト・アプローチにみられる包括・統合的な視座に
よる研究や実践の重要性が指摘されるようになっ
た（Johnson＆Yanca= 2004）．しかし，これらの
理論やアプローチにおいて，多職種連携を明確に
位置づけている訳ではないと理解している．
換言すれば，「ソーシャルワーカーの役割」とし
て他職種と連携する意義は指摘されるようになっ
ているが、ソーシャルワークの理論やアプローチ
において，多職種連携をどのように位置付けるか
という点が未だに曖昧なままではないだろうか．
すなわち，「ソーシャルワークの機能」として多職
種連携の位置づけを検討する必要があると考えて
いる．これが本研究の問題意識である．
そこで本研究では，①現在の社会福祉に関連す
る将来ビジョンにおける多職種連携，②ソーシャ
ルワーカーの役割と多職種連携の関係（位置付
け），③ソーシャルワークにおける多職種連携の
位置づけを検討した上で，実践課題を提示するこ
とを研究目的とする．
Ⅱ．日本の将来ビジョンにおける多職種連
携の意義
１．地域包括ケアシステムの基盤となる多職種連携
厚生労働省が提示している市町村レベルにおけ
る地域包括ケアシステムは，2025年を目標に①地
域の課題の把握と社会資源の発掘，②地域の関係
者による対応策の検討，③対応策の決定実行を
PDCAサイクルで進めることになっている（厚生
労働省2013）．
このうち，①地域の課題の把握と社会資源の発
掘では，支援者の課題を抽出する作業のなかで多
職種連携や支援ネットワークの課題を整理するこ
とになっている.
次に②地域の関係者による対応策の検討では，
地域課題を検討する地域ケア会議等において，保
健，医療，福祉関係者および地域住民が協働して
個別支援に取り組むことや，地域の共通課題や好
ましい取組みを保健，医療，福祉関係者および地
域住民間で共有することをあげている.
③対応策の決定実行では，医療・介護連携とし
て地域包括支援センターの整備（在宅医療・介護
の連携）や医療関係者との連携をあげている.ま
た，人材育成の面で専門職の資質向上と介護職の
処遇改善をあげている.
このように，市町村における地域包括ケアシス
テムを構築するプロセスにおいて各局面で多職種
連携を基盤に進めることになっている.特に，地
域課題の把握や，在宅医療と介護分野の連携では，
地域住民の生活を支えるケア体制を整備するため
に医療機関と介護支援専門員など在宅生活に関わ
る専門職との分野を越えた連携の強化を求めてい
る（厚生労働省2017）.
２．「福祉の提供ビジョン」における多職種連携
厚生労働省は，2015年に「誰もが支え合う地域
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の構築に向けた福祉サービスの実現−新たな時代
に対応した福祉の提供ビジョン」（以下，「福祉の
提供ビジョン」とする）を示している（厚生労働
省2015）.
「福祉の提供ビジョン」では，①複合的な課題
に対する適切なアセスメントと支援のコーディ
ネート，ネットワークの強化を行うこと，②互助・
共助の取り組みを育み，分野を問わず包括的に相
談・支援を行うことを可能にすること，③分野横
断的に福祉サービスを提供できる知見や技能を有
する人材を育成することなど包括的な福祉の支援
体制を構築することを提言している．
一方，1994年に示された「21世紀福祉ビジョン
-少子・高齢社会に向けて-」では，①社会保障は，
国民一人一人の自立と社会連帯の意識に支えられ
た所得再分配と相互援助を基本とする仕組みをつ
くること，②個人の自立を基盤とし，国民連帯で
これを支えるために，地域を基盤とし，個人や家
庭，地域組織・非営利団体，企業，国，地方公共
団体などが各々の役割を果たす，総合的な保健医
療福祉システムを確立していくことであった（厚
生労働省1994）．
「福祉の提供ビジョン」と「21世紀福祉ビジョ
ン」を多職種連携という点で比較すれば，「21世紀
福祉ビジョン」では，新たな保健医療福祉システ
ムを構築することにより各専門職が自らの役割を
発揮することに主眼があると考えられる．他方，
「福祉の提供ビジョン」では分野を問わない，ある
いは分野横断的に包括的な相談・支援ができる専
門職像があると考えられる．すなわち，専門職に
期待する連携の内容が２つのビジョンで異なって
いる点に着目して，ソーシャルワーカーと他職種
による連携を検討する必要がある．
Ⅲ．ソーシャルワーカーの役割と多職種連
携の関係（位置付け）
1．倫理綱領における多職種連携の位置付け
次にソーシャルワーカーの「倫理綱領」をもと
にソーシャルワーカーの役割と多職種連携の位置
づけについて検討する．
2005年１月に社会福祉専門職団体協議会代表者
会議（日本社会福祉士会および精神保健福祉士協
会も採択）によるソーシャルワーカーの倫理綱領
では，「実践現場における倫理責任」のなかで「ソー
シャルワーカーは，相互の専門性を尊重し，他の
専門職等と連携・協働する」と説明されている．
これはソーシャルワーカーの実践について，必
要があれば他の専門職との連携・協働することを
明記していると理解できる．しかし，多職種連携
に関する記述があるものの，これだけではソー
シャルワーカーとしてどのような枠組みで，多職
種連携を位置付けるかが明確に述べられていな
い．
次に，ソーシャルワーカーの倫理綱領より詳し
く述べている「医療ソーシャルワーカーの倫理綱
領」の内容についてふれたい．前述したソーシャ
ルワーカーの倫理綱領の内容に加えて「行動基準」
が追加され、「実場における倫理責任」のなかで、
多職種連携について次のように述べている（公益
社団法人日本医療社会福祉協会 2007）．
・ソーシャルワーカーは、相互の専門性を尊重
し他の専門職と連携・協働する
医療ソーシャルワーカーの援助方針は，治
療方針など医療や保健チームの方針または地
域の他機関を含めたケアチームの方針と連動
し，整合性が保たれる．従って医療ソーシャ
ルワーカーは，福祉・保健・医療の分野にお
ける他の専門職を理解し，その専門性を尊重
しつつ連携・協働を図る．また，医療ソーシャ
ルワーカーは，他の専門職，非専門職と円滑
に連携・協働するだけでなく，複数の職種の
連携・協働そのものを援助し，クライエント
を取り巻く状況の全体を見るという役割も
持っている．
このうち，「医療ソーシャルワーカーは，他の専
門職，非専門職と円滑に連携・協働するだけでな
く複数の職種の連携・協働そのものを援助し，ク
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ライエントを取り巻く状況の全体を見るという役
割も持っている」と説明されている．そして，多
職種連携の場面において「クライエントを取り巻
く状況の全体を見る」という視点が明記されてい
ることが特徴である．
多職種連携と連携する場合においてもソーシャ
ルワークとして，患者や家族，多職種，その他の
支援者を連携し，連携・協働を支え，ソーシャル
ワークの視点を活かして患者・利用者の生活全体
を捉えるという専門性を発揮する位置付けになる
と考えることができよう．しかしながら，倫理綱
領であることから，あくまでも倫理上の指針を示
しているにすぎないため，ソーシャルワーカーが
多職種連携を行うための具体的な方法まで明記し
ている訳ではない．
２．業務指針における多職種連携の位置付け
そこで，医療ソーシャルワーカーの業務指針の
なかで多職種連携の位置づけが明記されているか
を検討したい．
医療ソーシャルワーカーの業務指針では，「業
務の方法等」として「他の保健医療スタッフ及び
地域の関係機関との連携」が明記されている．そ
して，実践上の留意点のなかで，多職種連携に関
連する部分が以下の内容である（厚生労働省
2002）．
・ケース・カンファレンスや入退院・入退所の
判定に関する委員会が設けられている場合に
はこれへの参加等により，他の保健医療ス
タッフと共同で検討するとともに，保健医療
状況についての一般的な理解を深めること
・必要に応じ，他の保健医療スタッフと共同で
業務を行うこと
・医療ソーシャルワーカーは，地域の社会資源
との接点として，広範で多様なネットワーク
を構築し，地域の関係機関，関係職種，患者
の家族，友人，患者会，家族会等と十分な連
携・協力を図ること
・地域の関係機関の提供しているサービスを十
分把握し，患者に対し，医療，保健，福祉，
教育，就労等のサービスが総合的に提供され
るよう，また，必要に応じて新たな社会資源
の開発が図られるよう，十分連携をとること
・ニーズに基づいたケア計画に沿って，様々な
サービスを一体的・総合的に提供する支援方
法として，近年，ケアマネジメントの手法が
広く普及しているが，高齢者や精神障害者，
難病患者等が，できる限り地域や家庭におい
て自立した生活を送ることができるよう，地
域においてケアマネジメントに携わる関係機
関、関係職種等と十分に連携・協力を図りな
がら業務を行うこと
この留意点を要約すれば，①患者の保険医療状
況を理解するために，他の保健医療スタッフと共
同で検討すること，②地域の関係機関，関係職種，
患者の家族，友人，患者会，家族会等を広範で多
様なネットワークを構築すること，③サービスの
総合的な提供や新たな社会資源の開発が図られる
ように十分連携をとること，④地域においてケア
マネジメントを実践するために関係機関，関係職
種等と十分に連携・協力することを述べていると
考えられる．
Ⅳ．ソーシャルワークにおける多職種連携
１．ジェネラリスト・ソーシャルワークにおける
「サービスの調整（coordination）」
次にソーシャルワークの理論やアプローチにお
ける多職種連携の位置付けについて検討したい．
太田は，ジェネラル・ソーシャルワークを提唱
し研究を蓄積してきた（太田ほか2017）．
太田によれば，多職種連携は，表１の「ソーシャ
ルワークの３大特性概念と実践原理の構成と内
容」のなかで，「Ⅲ 関係原理」に属する「②方法
特性」である「支援関係」の中に位置付けている．
本研究の前提として Johnsonと Yancaによる
ジェネラリスト・ソーシャルワークをもとに検討
したい．
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Johnson と Yanca が提示しているジェネラリ
スト・ソーシャルワークでは，「サービスの調整」
（coordination）という項目がある（Johnson ＆
Yanca ＝2004：485）．
サービスの調整とは，「複数のサービス提供機
関の共同作業である．活動の調整の焦点は個人や
家族といったクライエントに当てられる場合もあ
れば（ミクロレベルの調整），エイズを病む人々や
知的障害をもつ人など特定の範疇に属する人々に
当てられる場合もある（マクロレベルの調整）」
（Johnson＆ Yanca＝2004：485）と説明している．
また，「協働（collaboration）と調整は同義語の
ように使われることがよくあるが，＜中略＞協働
とは同じ活動計画にのっとった複数の支援者によ
る共同作業である．一方，調整は共通した活動計
画においてなされるものである」（Johnson ＆
Yanca ＝2004：485）と述べている．
Johnsonと Yancaは「サービスの調整」の項目
では，「多職種連携」という用語を用いていない．
「サービスの調整」には多職種による共同作業が
含まれていると解釈できないこともないが，多職
種連携の具体的な記述はみられない．調整は業務
上連携し，共通の活動計画があるとしても，ソー
シャルワークと他分野の業務や活動はそれぞれ独
立した形態で実施される場合が該当すると考えら
れる．他方，協働は同じ活動計画，同じ目標に従
い業務や活動が重なる場合や同じ場合も含まれる
と考えられる．
実際場面では，それぞれの業務によって活動当
初から，多職種チームに所属し，同じ目標および
活動計画に添って協働することが期待されている
場合がある．このような場合には，調整だけに特
化した活動を遂行することは難しいかもしれな
い．
しかしながら，利用者支援としてソーシャル
ワークの支援効果に関心をもつならば，協働する
のか，調整するのかを利用者・家族や関係機関の
状況を鑑みることになろう．
２．ジェネラリスト・ソーシャルワークにおける
「協働（collaboration）」
次に，ソーシャルワーカーが協働する内容につ
いて検討したい．
Johnsonと Yancaのジェネラリスト・ソーシャ
ルワークにおいて「学際チーム」について述べて
いる．その特徴について「合同で取り組むのに最
も危険が大きいのも学際チームである．さまざま
な援助専門職の専門技術には重なり合う部分が実
際にはあるにも関わらず，背景と期待される仕事
内容の違いがこれらの危険の主な原因となる．」
と説明している．
そして，ジェネラリスト・ソーシャルワークで
は，多職種との間で起こる問題を６点あげている
（Johnson＆ Yanca ＝2004：326-327）．
①チームの形成に必要な時間とエネルギー
②コミュニケーション
③意思決定の慣例
④変化のプロセスの活用
⑤計画の実行と課題への取り組み
⑥複雑な組織のなかで機能すること
これらの内容について要約すれば，チームの形
成に必要な時間とエネルギーとは，多職種チーム
が効果的に機能するために，チーム形成に時間と
エネルギーが必要となることである．しかしなが
ら，時間とエネルギーを浪費することが問題とな
る可能性を指摘している．
コミュニケーションは，多職種チームの全メン
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表１ ソーシャルワークの３大特性概念と実践原理
の構成と内容（太田 2017）
バーが理解できないような専門用語を，一部のメ
ンバーが用いることでコミュニケーションが阻害
されることである．
意思決定の慣例とは，チームの決定を慣例化し
てしまうことである．それにより，リーダーが権
威的な立場をとってしまうこともある．多職種
チームは，利用者へサービス提供する異なる種類
の専門職の専門技術をうまく合わせることであ
る．そして，理解の多様性が合理的な方法となる
ようにプロセスを促す必要がある．
変化のプロセスの活用とは，多職種チームの目
標が全員に受け入れられる必要があり，チームと
して変化を協議できることである．
計画の実行と課題への取り組みとは，多職種
チームのメンバーが他の業務などを抱えている場
合に多職種チームとして計画したけれど，メン
バーが実行しないことを指摘している．
複雑な組織のなかで機能することについては，
組織がチーム活動に時間をかけることを認めない
ことやチームの機能が発揮できない，リーダー
シップを押しつけられたり，他の要因でチームの
機能を妨げられる場合があること指摘している
（以上，筆者要約）．
これら６点の指摘は，Johnsonと Yancaが述べ
ているように問題でもあるが，視点を変えればこ
れらはソーシャルワーカーが多職種チームに所属
して活動する際の評価ポイントであると捉えるこ
ともできよう．
すなわち，以下のように捉え方を変えることが
できると考える．
①チームの形成に必要な時間とエネルギーがか
かることを理解しており，それが実行できて
いるか
②多職種チームのメンバーが積極的にコミュニ
ケーションを取り合い，相互に各専門職の視
点や活動について，理解し合っているか
③チームの意思決定が慣例ではなく，全メン
バーが対等に協議し各専門職がもつ専門技術
を発揮しているか
④多職種チームのメンバーがチーム内の関係性
や目標，活動が変化した場合には，全メンバー
がそのプロセスを認識し協議できているか
⑤多職種チームのメンバーが他の業務などを抱
えている場合などがあるため，多職種チーム
として計画した内容を，全メンバーが実行で
きているか
⑥メンバーが多職種チームの活動を遂行できる
ようにメンバーの所属機関の理解が得られて
いるか，また，多職種チームの活動が所属機
関内における他の業務に支障がないか
近年，利用者をとりまく社会状況が変化し，生
活課題が複雑化・多様化したという社会認識が広
まっている（厚生労働省2015）．そして結果的に，
多職種チームに複数編成され，業務が多忙化・複
雑化しているのではないだろうか．ソーシャル
ワーカーを含むチームメンバーが自ら多職種チー
ムの活動や所属機関への影響を評価することが不
可欠である．
Ⅴ．多職種チームにおけるソーシャルワー
カーの実践課題
１．IPW （Inter-professional Work）の効果
WHO（世界保健機関）が示した IPE（Inter-
professional Education）及び IPW（Inter-professional
Work）の枠組みでは，多様な専門職と対話する
ことが、個々の専門職の経験を積み重ねることに
留まらず，多職種が協働できる統合化された教育
の必要性を指摘している（WHO2010：10）
他方で，保健医療福祉機関で専門職として勤務
すると，「専門職側からみた協働」が優先され，「患
者側からみた協働」に対して否定的な態度になる
ことが報告されている（渡邊2014）．
渡邊は，「患者側からみた協働」を進める改善策
として専門職による「Collaborative Practice
（CP）」を確立する必要性を指摘している（渡邊
2015）．
また宮武らによれば IPWおよび IPEに必要な
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力は，①自律性，②問題解決能力，③役割調整力，
④パートナーシップ力，⑤合意形成力，⑥対立の
解決力を提示している（宮武・西内・山中・廣内
2009）．
自律性とは，多職種チームの関わりの中でメン
バーが自らの役割と責任を明確にし，自ら判断し，
行動する力を形成することである．
問題解決能力とは，多職種チームで問題を明ら
かにしたり，共有したり，解決のための方向性に
向かって力を結集し，結果を創出すること，また
その力である．
役割調整力とは，多職種チームが課題達成に向
けて，お互いの役割・機能・活動を調整すること，
またその力である．
パートナーシップ力とは，対等な関係の形態で
あり，多職種チームメンバーが相互に対等な立場
で関わり信頼関係を形成していくことである．
合意形成力とは，多職種チームメンバーが相互
に関わる中で対立に向き合い多職種チームで解決
する力のことである．
これらの力は，先述した Johnsonと Yancaの
指摘と重なるものがある．それは，①チームの形
成に必要な時間とエネルギー，②コミュニケー
ション，③意思決定の慣例である．
Johnson と Yanca が指摘している①チームの
形成に必要な時間とエネルギーについては，自律
性，役割調整力，パートナーシップ力の３点と共
通性があると考えられる．多職種チームを形成す
るためには，それぞれの専門職が自律して，お互
いの役割・機能・活動を調整できるように，対等
な立場で関わる必要がある．そのためのチーム形
成には時間と労力がかかることを認識しておかな
ければならないと考えるためである．
②コミュニケーションについては，役割調整力
やパートナーシップ，合意形成力，対立の解決力
に関連がある．多職種チーム内でコミュニケー
ションがなければ連携する過程で生じた葛藤や課
題を解決できないと考えるためである．
そして③意思決定の慣例については，問題解決
能力や合意形成力，対立の解決力に関連すると考
える．多職種チームには，チームの方針や目標を
検討するが，チームの意思決定がどのような過程
で行われたかを評価するためには，支援の局面で
どのような話し合いが行われたのかを明確にする
必要がある．その話し合いに必要な力として問題
解決能力や合意形成力，対立の解決力が必要であ
ると考えるためである．
２．多職種チームの機能にもとづくソーシャル
ワーカーの実践課題
Edmondsonは，チーム形成をプロセスと捉え
「チーミング」と呼んでいる．チーミングは循環
過程であり，チーミングの必要性を認識する，個
人と個人がコミュニケーションを図る，手順や相
手に任せるべきことを調整する，相互依存の行動
をとる，省察／フィードバック，チーミングの考
え方が身につくという６つの局面から構成されて
いる（Edmondson＝2014：68-69）．
そして，チーミングの機能をまとめると以下の
ようになる（Edmondson 2014：38-39）．
①ミスを最小限にして複数の目標を達成するこ
とができる
②高いレベルのコミュニケーションと緊密な協
調を維持しながら，次から次への様々な状況
に対応できる
③多様な分野の考え方をまとめることができる
④異なる場所にいながら協働できる
⑤事前に計画された協調が不可能，または非現
実になったときに対応できる
⑥複雑な情報がすばやく処理・統合・活用でき
る（以上，筆者要約）
これらの機能は，Johnsonと Yancaの指摘と重
なるものがある．それは，⑤計画の実行と課題へ
の取り組み，⑥複雑な組織のなかで機能すること
であると考える．
また，複雑な組織のなかで機能することについ
ては，②高いレベルのコミュニケーションと緊密
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な協調を維持しながら，次から次への様々な状況
に対応できる，③多様な分野の考え方をまとめる
ことができる，④異なる場所にいながら協働でき
る，⑥複雑な情報がすばやく処理・統合・活用で
きるが該当すると考える。
すなわち，Johnsonと Yancaの多職種と協働す
る際の問題について，Edmondsonのチーミング
が対応策として取り組めるのではないかと考える
ことができよう．
Ⅵ．「多職種連携モデル」の検証課題−鍵概
念−
Johnsonと Yancaの指摘を紹介し，ソーシャル
ワークと多職種連携との関係を検討した．現実的
には，多職種チームメンバーの状況や多職種チー
ムの活動は絶えず変化するため，実践で多職種連
携の方法と効果を検証する必要がある．
本研究を通して，試案である多職種連携モデル
について，検討作業に入る前に課題が明らかに
なったと考えている．
今回，文献を検討し明らかになった鍵概念は以
下のとおりである．
①「多分野」および「分野横断的」の具体化
地域包括ケアシステムや福祉の提供ビジョ
ンで示されている「多分野」や「分野横断的」
を具体化して実践を評価・検討できる必要が
ないかを検討することである．
②「包括的な視座」の具体化
地域包括ケアシステムや福祉の提供ビジョ
ンで示されている「包括的な視座」を具体化
して実践を評価・検討できる必要がないかを
検討することである．
③「調整」機能と「協働」機能の峻別
ソーシャルワークとして，調整機能と協働
機能を峻別して実践を評価・検討できる必要
がないかを検討することである．
④多職種チームの形成過程への着目
多職種チームの形成過程に着目して実践を
評価・検討できる必要がないかを検討するこ
とである．
Ⅶ．終わりに
ソーシャルワークに限らず，IPWにおいても，
利用者（クライエント）の立場から状況を認識す
ることがよりよい支援を提供することに繋がる．
しかし，IPWでは，利用者の立場だけに関心を
おいてもうまくいかない．それは IPWでは二重
構造になっており，利用者へ支援過程としてのサ
イクルに加えて，多職種チームの形成を評価する
サイクルが必要である（埼玉県立大学2009）
ソーシャルワークにおいても，Johnson と
Yancaが調整と協働を峻別していたように，ソー
シャルワーカーの活動がソーシャルワーカーに委
ねられている場合と，多職種チームのルールの元
で活動し，ソーシャルワーカーの活動についても
チームで協議しなければならない場合がある．
地域包括ケアシステムの構築及び福祉の提供ビ
ジョンの実現を目指す今日において，多職種チー
ムや多職種連携の必要性がますます高まるであろ
う．さらに今後は多職種チームの支援効果につい
て検証が積極的に行われるであろう．
このような状況下において，ソーシャルワーク
の意義を自問し、再確認しなければならないと考
えている．今回，明らかになった点をもとにして
さらに研究に取り組みたい．
本研究は，JSPS科研費18K02158 の助成を受け
て文献を検討したものである．
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